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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第93期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、当期純損失を計上しているため記載してお

りません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期
決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 30,383 32,338 39,140 44,537 49,361
経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △749 749 1,249 2,585 2,394

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) △5,039 776 846 1,714 1,215

純資産額 (百万円) 14,537 15,399 16,178 20,364 23,211
総資産額 (百万円) 38,282 38,806 41,017 51,389 53,822
１株当たり純資産額 (円) 173.25 183.21 191.86 224.32 240.60
１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △60.00 9.24 9.63 19.58 12.66

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 9.23 9.62 19.22 12.65

自己資本比率 (％) 38.0 39.7 39.4 39.6 42.9
自己資本利益率 (％) △29.5 5.2 5.4 9.4 5.6
株価収益率 (倍) ― 25.3 26.1 20.1 22.7
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,508 1,274 544 2,210 3,371

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,482 △1,404 △2,568 △4,114 △4,623

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,519 6 184 6,706 △634

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 7,754 7,607 5,756 10,564 8,703

従業員数 (人) 1,236 1,226 1,297 1,542 1,564
(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 29,044 29,700 36,216 40,593 45,057
経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △395 574 1,445 2,778 2,462

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) △5,118 792 1,048 1,954 1,380

資本金 (百万円) 6,640 6,640 6,640 7,740 8,640
発行済株式総数 (千株) 84,700 84,700 84,700 91,165 96,508
純資産額 (百万円) 14,822 15,740 16,722 20,966 23,510
総資産額 (百万円) 36,195 36,840 39,404 49,657 52,584
１株当たり純資産額 (円) 176.40 186.98 198.10 230.89 244.68
１株当たり配当額 
(うち、１株当たり 
中間配当額)

(円)
― 
 

2.50
(―)

2.50
(―)

5.00 
(―)

5.00
(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △60.86 9.41 12.01 22.39 14.38

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 9.40 12.00 21.99 14.36

自己資本比率 (％) 41.0 42.7 42.4 42.2 44.7
自己資本利益率 (％) △29.4 5.2 6.5 10.4 6.2
株価収益率 (倍) ― 24.9 20.9 17.5 20.0
配当性向 (％) ― 26.6 20.8 22.3 34.8
従業員数 (人) 822 817 843 923 970



２ 【沿革】 

大正７年３月 創業者北川実夫が、広島県御調郡下川辺村(現在府中市)に木造船用補機製造販売の

目的をもって、北川船具製作所を設立。

大正13年６月 鋳物工場、機械工場を増設、鋼船用船具及び船舶、鉱山、土木建設用巻上機の製造

販売を開始。

昭和11年12月 広島県芦品郡広谷村(現在府中市)に北川鉄工所を新設し、従来製品に加え、工作機

械器具の製造販売を開始。

昭和16年11月 北川鉄工所を株式会社北川鉄工所と改組。

昭和22年３月 産業機械器具、船舶用機械の製造販売及び医療施設事業を開始。

昭和30年５月 米国のミーハナイト・メタル・コーポレーションと技術提携し、ミーハナイト鋳物

の製造販売を開始。

昭和32年２月 日本工業規格(JIS)の第5131号・スクロールチャックの表示許可工場となる。

昭和36年８月 株式を広島証券取引所市場に上場。

昭和36年10月 株式を東京及び大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和36年12月 株式会社北川製作所(現・連結子会社)を広島県府中市に設立、旋盤用チャックの製

造を開始。

昭和37年８月 株式を東京及び大阪証券取引所市場第一部に上場。

昭和37年９月 ミーハナイト鋳物、建設機械、鉄骨工事の製造及び請負を目的として埼玉県大宮市

(現在さいたま市)に工場を新設。

昭和43年４月 鋳造部門の増強を図るため広島県府中市に中須工場を新設。

昭和44年１月 株式会社吉舎鉄工所(現・連結子会社)を広島県双三郡吉舎町（現在三次市）に設

立、自動車用鋳物製品の製造を開始。

昭和44年４月 本社工場の鋳造部門を統合充実するため、広島県府中市に下川辺工場を新設。

昭和44年11月 建設機械、工作機械器具、プレハブハウス(仮設)の製造を目的として和歌山県橋本

市に和歌山工場を新設。

昭和44年12月 住宅事業部を新設し、プレハブハウス、宅地造成販売を開始。

昭和46年３月 プレハブハウスの製造を目的として、広島県世羅郡甲山町(現在世羅町)に甲山工場

を新設。

昭和49年２月 北川冷機株式会社(現・連結子会社)を広島県世羅郡甲山町(現在世羅町)に設立、自

動車用部品の製造を開始。

昭和56年３月 チャック専門工場として、広島県府中市に本山工場を新設。

昭和63年10月 KITAGAWA USA,INC.(現・連結子会社)を米国イリノイ州シャンバーグ市に設立、パワ

ーチャックの標準型本体及びプランジャーの生産を開始。

平成４年７月 立体駐車場装置市場に新規参入し、広島県世羅郡甲山町(現在世羅町)に専用工場を

新設。

平成11年３月 建設機械部門と工作機器部門において、ISO9001の認証を取得。

平成13年４月 日本建機株式会社(現・Ｋ＆Ｋプラント株式会社・連結子会社)の株式取得。

平成15年１月 素形材部門において、ISO14001の認証を取得。(下川辺工場、中須工場)

平成15年２月 KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.(現・連結子会社)をタイ、チョンブリ県シラチャ郡

に取得、鋳造品を供給開始。

平成15年４月 素形材部門において、ISO9001(2000年版)の認証を取得。

平成17年６月 KITAKOコーポレーション株式会社(現・連結子会社)を広島県府中市に設立、工作機

械の販売を開始。

平成17年７月 北川工業株式会社からCNC事業を継承し、工作機械の製造を開始。

平成18年12月 KITAGAWA USA,INC.の解散を決議。

平成19年３月 日本建機株式会社と当社コンクリートプラント営業部門を統合、事業形態を再編

し、販売会社Ｋ＆Ｋプラント株式会社として事業開始。



３ 【事業の内容】 

当社及び当社の関係会社（当社、子会社７社及び関連会社４社（平成19年３月31日現在）により構成）

においては、素形材、工作機器、産業機械及び住環境の４部門に関係する事業を主として行っており、そ

の製品はあらゆる種類にわたっております。各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおり

であります。 

 なお、当連結会計年度において、KITAGAWA-NORTHTECH INC.の株式の20％を取得し、持分法適用関連会

社として工作機器の販売を行っております。これに伴い、連結子会社のKITAGAWA USA,INC.を清算中であ

ります。 

 また、次の４事業は「第５ 経理の状況 １ (1) 連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメ

ント情報の区分と同一であります。 

  

素形材事業 

当事業においては生型機械鋳造、ロストワックス精密鋳造、消失模型鋳造、金属粉末射出成型焼結の

製法により自動車部品、各種機械部品の製造、販売を行っております。 

 
  

工作機器事業 

当事業においては、旋盤用チャック、油圧回転シリンダ、ＮＣ円テーブル、パワーバイス、ＮＣ旋盤

等の製造、販売を行っております。このうち、世界的ブランドである旋盤用チャックについては、国内

市場シェアの過半を占めており、当事業における主力分野と位置付けております。 

 
  

産業機械事業 

当事業においては、コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、ウインチ、環境関連設

備及びリサイクルプラント等の製造、販売を行っております。 

 
  

住環境事業 

当事業においては、自走式立体駐車場の製造、販売及び事務所、店舗、宿舎、倉庫等の用途に適した

ユニットハウスのレンタル、販売を行っております。 

 
  

主な関係会社 ……(製造・販売) KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.

(製造) 北川冷機㈱、㈱吉舎鉄工所

主な関係会社 ……(製造) ㈱北川製作所

(販売) KITAKOコーポレーション㈱、KITAGAWA EUROPE LTD.、

    KITAGAWA SALES (THAILAND) CO.,LTD.、KITAGAWA-NORTHTECH INC.

主な関係会社 ……(販売）Ｋ＆Ｋプラント㈱（平成19年3月9日 日本建機㈱から商号変更）

主な関係会社 ……なし



[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

  

(注) １ ※印は連結子会社、◎印は持分法適用関連会社であります。 

２ ㈱ケーブル・ジョイは、有線テレビ放送事業を行っております。 

３ 連結子会社 KITAGAWA USA, INC.は、清算中であり事業を行っておりません。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.は、特定子会社に該当しております。 

３ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

  

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

北川冷機㈱ 広島県世羅郡世羅町 70 素形材 100.0

当社鋳物製品等の加工をし
ております。 
なお、当社所有の土地及び
建物を賃借しております。 
役員の兼任 ３名

Ｋ＆Ｋプラント㈱ 
（日本建機㈱から商号変更）

広島県府中市 250 産業機械 100.0

当社コンクリートプラント
の販売をしております。 
なお、当社所有の建物を賃
借しております。 
役員の兼任等 ４名

㈱北川製作所 広島県府中市 40 工作機器 77.5

当社工作機器製品の加工を
しております。 
なお、当社所有の建物を賃
借しております。 
役員の兼任 ３名

㈱吉舎鉄工所 広島県三次市 30 素形材 50.0

当社自動車用鋳物製品の製
造をしております。 
なお、当社より債務保証を
受けております。 
役員の兼任 ２名

KITAKOコーポレーション㈱ 広島県府中市 10 工作機器 100.0

当社工作機械製品の販売を
しております。 
なお、当社所有の建物を賃
借しております。 
役員の兼任 ３名

KITAGAWA USA,INC.
米国 イリノイ州 
シャンバーグ市

2,100
千米ドル

工作機器
清算中であり
事業を行って
おりません。

100.0

役員の兼任 ２名

KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. タイ チョンブリ県
1,260,000
千バーツ

素形材 100.0
当社より資金援助を受けて
おります。 
役員の兼任等 ６名

(持分法適用関連会社)

㈱ケーブル・ジョイ 広島県府中市 301 その他 32.1
当社より資金援助及び債務
保証を受けております。 
役員の兼任 ３名

KITAGAWA EUROPE LTD.
英国 
ソールズベリー市

225
千英ポンド

工作機器 50.0
当社工作機器製品の販売を
しております。 
役員の兼任 ２名

KITAGAWA SALES(THAILAND)  
CO.,LTD.

タイ バンコク
7,500

千バーツ
工作機器

49.0
(49.0)

当社工作機器製品の販売を
しております。 
役員の兼任 ２名

KITAGAWA-NORTHTECH INC.
米国 イリノイ州 
シャンバーグ市

1,250
千米ドル

工作機器 20.0
当社工作機器製品の販売を
しております。 
役員の兼任 １名



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社には、北川鉄工所労働組合が組織(組合員数 799人)されており、産業別組織のＪＡＭに属

し、日本労働組合総連合会に加盟しております。 

なお、労使関係は、労使協調のもと安定しております。 

また、連結子会社については、労働組合はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

素形材事業 787

工作機器事業 366

産業機械事業 261

住環境事業 64

全社共通 86

合計 1,564

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

970 42.9 16.8 5,844



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油をはじめとする原材料価格の高騰など景気の不透明感

はあったものの、堅調な輸出や企業収益の回復による民間設備投資が好調に推移し、また、雇用環境も

改善が進み個人消費に回復の兆しが見えるなど、緩やかな景気回復基調で推移してまいりました。 

 こうした状況下にあって、当社グループは国内外の好調な自動車産業や民間設備投資を背景に素形材

事業ならびに工作機器事業の受注・売上が順調に推移し、同事業を中心とした設備投資による生産体制

の強化、生産性の改善を行いコスト競争力の強化や顧客サービスの充実に注力し業績の向上に努力して

まいりました。 

 その結果、当連結会計年度はグループ全体で、売上高 49,361百万円（前期比 10.8％増）、営業利益

1,887百万円（前期比 14.5％減）、経常利益 2,394百万円（前期比 7.4％減）、当期純利益 1,215百万

円（前期比 29.1％減）となり、増収減益となりました。今後も、引続き諸課題に対する改善を進め、

継続的安定的に収益が向上しうる企業基盤の構築に努めてまいります。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

素形材事業 

自動車産業は好調を持続しており、自動車関連部品の受注は順調に推移しました。特に縦型造型ラ

インの主力製品である加工完成納入の自動車ミッション部品は、国内外の自動車メーカーでの搭載車

種の増加等により受注量が順調に増加しました。 

 汎用エンジン、小型建機及び農業機械については輸出を中心に堅調に推移しておりましたが、後

半、米国での在庫調整の影響がありました。 

 また、連結子会社であるタイ国のKITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.におきましては、収益改善を課題と

して、稼働率・不良率の改善等による生産性の向上、受注価格改善及び調達コストの削減を柱とした

改善に取組んだ結果、収益の改善はしましたが、利益貢献までには至らず引続いて収益改善を課題と

しております。 

 その結果、当事業は、売上高 17,321百万円（前期比 17.0％増）、営業利益 325百万円（前期比 

2,368.0％増）となりました。 

  

工作機器事業 

 国内では工作機械業界の2006年受注額は、過去 高である1990年の1兆4,121億円を16年ぶりに上回

る1兆4,370億円となり高いレベルの受注状況となりました。当社グループにおいては、これを受けて

主力商品である旋盤用パワーチャック、シリンダの販売をはじめ工作機器の受注が順調に増加し、収

益的にも当社グループの柱としての実績をあげることができました。特に、マシニングセンターに装

着するＮＣ円テーブルは、お客様へのきめ細かな販売・サービス対応と社内の生産体制強化により販

売が前期比16.2％増となりました。  

 海外市場についても高水準な受注状況が前期から継続しており、海外拠点からのサービス対応を強

化することによりシェアの維持拡大を重点的に図った結果、販売は前期比10.9％増となりました。こ

うした状況のなか、昨年11月に東京で行れたＪＩＭＴＯＦ（日本工作機械見本市）や、海外各国で行

なわれる展示会での販売促進活動により、顧客需要を喚起する努力をいたしました。 



 その結果、当事業は、売上高 12,615百万円（前期比 9.8％増）、営業利益2,435百万円（前期比 

3.0％減）となりました。  

  

産業機械事業 

民間設備投資は活性しつつあるものの、公共事業は引続き減少傾向にあるため、依然として土木建

設業界を取巻く市場環境は厳しい状況が続きました。 

 当社グループ商品のコンクリートプラント及び関連設備の市場である生コンクリート業界ならびに

コンクリート製品業界も引続き厳しい状況で推移しました。こうした状況のもと、当社グループ顧客

を重点に既存設備維持のためのメンテナンスサービスや能力改善のための改造工事等の受注に注力し

ました。また、生コンクリート及びコンクリート製品の高品質化に適した強制練りミキサ「ジクロ

ス」の拡販にも努めてまいりました。なお、平成19年３月、営業効率を高め顧客対応力の充実を図る

ため、関係会社である日本建機㈱と当社コンクリートプラント営業部門を統合し、事業形態を再編し

て販売会社Ｋ＆Ｋプラント㈱としました。 

 建設機械においては、首都圏を中心として高層ビル建築が好調であり大型ビルマンクレーン及び小

型ビルマンクレーンの売上・受注ともに大きく伸びました。 

 環境関連設備は前期に引続き製紙、鉄鋼の大手への販路を拡大しましたが、産廃処理には許認可が

長期に及ぶため受注してから納入・売上まで１年以上掛かり当期は売上が減少しました。 

 その結果、当事業は、売上高 9,967百万円（前期比 6.7％減）、営業利益 96百万円（前期比 

86.1％減）となりました。 

  

住環境事業 

建築関連市場を取巻く事業環境は、鋼材価格の高騰に加え、受注競争の激化に伴い依然として厳し

い状況が続きました。  

 立体駐車場分野におきましては、生産パートナーと協力して徹底したコスト削減を図り、高層化・

大規模化が進むなか、生産・調達・施工方法の見直しにも取組み、収益の確保に努力してまいりまし

た。また、受注につきましては、新規顧客の開拓はもとより、施設併用型をはじめとした競争力のあ

る商品を積極的に提案するなど、販売戦略等における独自性や競争優位性を追求し、受注の拡大と収

益を重視した活動に努めてまいりました。 

 ハウス分野におきましては、連棟式ユニットハウス（ユニロック）への集中を進め、レンタル稼働

率の向上、レンタル単価の回復に努めてまいりました。 

 その結果、当事業は、売上高 9,457百万円（前期比 25.1％増）、営業利益 393百万円（前期比 

115.6％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ 1,860百万円減少し、

8,703百万円となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加がありましたが、当期純利益やたな卸資産の

減少などにより前連結会計年度に比べ 1,161百万円増加し 3,371百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度を上回る有形固定資産の取得などにより前連

結会計年度に比べ 509百万円減少し 4,623百万円の支出となりました。 



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払が増加したことに加え前連結会計年度程の資金

調達を行わなかったことにより、前連結会計年度に比べ 7,340百万円減少し 634百万円の支出となりま

した。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しており、セグメント間の取引については相殺消去しておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 総販売実績の100分の10以上を占める主要な販売先はありません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

素形材事業 17,264 ＋16.6

工作機器事業 12,146 ＋1.5

産業機械事業 10,076 △5.3

住環境事業 9,460 ＋25.2

合計 48,947 ＋8.9

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

素形材事業 17,171 ＋16.3 919 △14.1

工作機器事業 12,486 ＋3.1 2,377 △5.2

産業機械事業 11,368 ＋4.3 4,379 ＋47.0

住環境事業 8,583 △14.3 3,698 △19.1

合計 49,609 ＋3.8 11,374 ＋2.2

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

素形材事業 17,321 ＋17.0

工作機器事業 12,615 ＋9.8

産業機械事業 9,967 △6.7

住環境事業 9,457 ＋25.1

合計 49,361 ＋10.8



３ 【対処すべき課題】 

経営環境が激しく変化している状況において、その変化に俊敏かつ柔軟に対応できる経営体質を確立

する一方、更に技術力を高めて製造業としての確固たる存在価値を構築することが継続的な課題であり

ます。 

当社グループでは平成19年４月を起点とする３ヵ年の中期事業計画において「ブランド確立」、「人

材育成」、「グループ経営強化」の３点を当社グループの直面する重点的課題としてとらえ、経営基盤

の強化に努めてまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年６月29日)現在において当社

グループが判断したものであります。 

  

(1) 経済動向及び景気動向 

当社グループは、売上高のほとんどが民需を主体とした販売によるものであり、国内景気の動向によ

る業績への直接的な影響は避けられません。また、グローバル比率の増加により世界各地でのそれぞれ

の市場や地域における経済情勢の動向による不確実性も存在しています。 

  

(2) 調達価格 

当社グループは、素形材、工作機器、産業機械、住環境と多岐にわたる事業展開を行っているため、

多種多様な原材料、部品等の調達を行うとともに、多くの取引先の協力を得ております。原材料の急激

な価格上昇、需要逼迫等が生じた場合、コスト増加、工程遅れにより当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

(3) 製品の品質 

当社グループは、ＩＳＯ9001及び14001を取得するなど、品質管理及び環境管理を経営の 重要事項

の一つとしております。製品の工程及び完成検査の強化等、製品の品質確保には出来る限りの対応を行

っておりますが、製品の開発・製造等における品質上のリスクを全て将来にわたって完全に排除するこ

とは困難なものと認識しております。クレーム、欠陥が発生した場合、社会的信用の低下、取引停止、

損害賠償等を含め、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 海外進出 

当社グループは、アジア、北米、欧州などにおいて積極的な事業展開を図っております。これらの

国、地域においては、予期しない法律または諸規則の変更、政府による政策発動、急激な経済の変化等

の要因及び宗教・文化の相違、商習慣に関する障害、特別な税金及び関税などが、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  



(5) 競合及び価格交渉 

当社グループは、いずれの市場においても同業他社との激しい競合環境にあり、当社グループにとっ

て有利な価格決定をすることが困難な状況に置かれています。これは、当社グループの収益の維持に対

する深刻な圧力となっており、特に市場が低迷した場合に顕著となると考えられます。当社グループは

高付加価値製品の提供と効率化によるコスト競争力のアップにより対応していく方針ではありますが、

販売価格の下落が進んだ場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 災害 

当社グループは、生産設備等の主要施設に関して、火災・地震等の災害に対する防止策、軽減策及び

財務リスクを 小化すべく保険加入等の対策を行っています。しかし、大規模な地震、台風等の自然災

害及び火災等の事故が発生し生産設備等が被害を受けた場合、生産・販売活動の中断による製品供給の

停止、修復費用の発生等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

技術受入契約 

  

 
(注) １ 上記の技術受入契約については、対価として一定料率のロイヤルティを支払っております。 

２ 上記契約は当連結会計年度中に契約期間が終了しました。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動は、当社が中心となって、常に市場の要求に対応

した性能と価格を備えた製品を提供することを目的に、各事業部門の技術部門において既存製品の改良及

び関連製品の開発を中心に行っております。  

また、平成18年10月より開発部を設置し、各事業分野にとらわれない新製品や新事業の調査、企画、開

発を担当しております。 

 当連結会計年度は、金属の摩擦接合の基礎的研究並びに摩擦接合装置の開発を継続して行いました。ま

た、磁気特性や導電特性が類似した金属スクラップを選別するために、視覚センサーを使用した選別装置

を開発しており、当研究開発に係る研究開発費は 64百万円であります。 

当連結会計年度における研究開発費の総額は 615百万円であり、事業の種類別セグメントの主な研究開

発活動の内容は、次のとおりであります。  
  

素形材事業 

鋳物製法の改良及び新製法、新製品の研究開発を行っております。 

当連結会計年度は、快削性鋳鉄「ＫＳＣ-Ｆ」（キタガワスーパーカット）の製造プロセスの更な

る改善を実施しております。また、製品の外観検査工程を自動化するため試作機を開発して試験運用

を行い、実用化を目指しております。 

 ＭＩＭ（金属粉末射出成形焼結法）では、お客様の要求される形状への対応として新たに中子プロ

セスを確立し、製品化へ向けて研究開発しております。 

 エバフォーム（消失模型鋳造法）では、製品拡大に向け短納期の試作に対応する取組みを行ってお

ります。 

当事業に係る研究開発費は 94百万円であります。 

  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社 
北川鉄工所(当社)

ALLMATIC-Jakob 
GmbH & Co.

ドイツ
高圧パワーバイス
高圧エアーバイス

製造、販売に関する独
占実施権の許諾

昭和59年７月23日から
平成18年９月20日まで



工作機器事業 

旋盤用チャック、回転シリンダ、ＮＣ円テーブル、バイス等の工作機械周辺機器の改良及び新製品

の研究開発を行っております。 

当連結会計年度は、回転シリンダ関連では、少量多品種生産によるワーク変更の時間短縮に対応す

るため、リニアセンサを登載した中実シリンダ及び中空シリンダの開発を進めております。 

 旋盤用チャック関連では、ジョー平行移動引込み型ＤＬチャックのシリーズ化とチャック用把握力

計の開発を進めております。 

 ＮＣ円テーブル関連では、ダイレクトドライブモータを内蔵した減速機構を持たないＮＣ円テーブ

ル、量産部品加工用の高速割出ＮＣ円テーブル及び傾斜２連ＮＣ円テーブルの開発を進めておりま

す。 

 ＮＣ旋盤関連では、高い生産性の旋盤を目指し、横型４軸旋盤の開発を行っており、ワーク着脱タ

イムゼロ、高速位置決めをコンセプトに新製品「ＨＳ４２００Ｉ」を開発しました。 

当事業に係る研究開発費は 278百万円であります。 

  

産業機械事業 

コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、環境リサイクルプラント等の産業用機械

関連商品及び新規事業に向けた製品の研究開発を行っております。 

当連結会計年度は、コンクリートミキサ関連では、超高強度コンクリート及び軽量コンクリートの

練り混ぜ技術の開発のために種々の試験、研究を重ねて参りました。また、２軸ミキサ「ジクロス」

の小型機種を開発しました。 

 コンクリートプラントにおいては、メンテナンスの際の作業スペースを広くし、作業し易くした新

型機種「ＣＰＦ型」「ＣＰＥ型」の開発を行いました。 

 クレーン関連では、タワークレーンの新規需要に向けた「ビルマン」の大型（５００トン）機種を

開発しました。 

 環境リサイクルプラント関連では、鉄鋼業界や製紙業界で発生するダストや燃焼灰の造粒化プラン

トの開発と、新たに整粒効果を高める整粒機の開発を行いました。 

当事業に係る研究開発費は 143百万円であります。 
  

住環境事業 

自走式立体駐車場、ユニットハウスの工法及び新製品の研究開発を行っております。 

当連結会計年度は、自走式立体駐車場関連では、面積拡大及び別棟連結の延焼防止や排煙確保等の

検証並びに転落防止柵の解析用プログラム改善のための構造性能実験等の研究開発を行いました。 

 ユニットハウス関連では、引続き防音機能を高めた製品の研究開発を進めており、工場向け防音ユ

ニット「サイレントボックス」を開発しました。 

当事業に係る研究開発費は 36百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

本項に記載した予想、見通し、方針等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グル

ープが判断したものであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されております。この連結財務諸表の作成にあたって、当社経営陣は決算日における資産・負債

の報告数値および報告期間における収入・費用に影響を与える見積りを行っております。また、見積り

に関しては、過去の実績等の情報に基づいて判断しておりますが、不確実な要素も含んでおり、実際の

結果はこれらの見積りと異なる場合があります。 

  

(2) 経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の売上高は 49,361百万円（前期比10.8％増）、売上総利益は 7,826

百万円（前期比0.4％減）、販売費及び一般管理費は 5,938百万円（前期比5.2％増）、営業利益は 

1,887百万円（前期比14.5％減）、経常利益は2,394百万円（前期比7.4％減）、当期純利益は 1,215百

万円（前期比29.1％減）となりました。産業機械事業においては公共投資等が減少するなか厳しい市場

環境により売上を減少させたものの、国内外の好調な自動車産業や民間設備投資を背景に素形材事業な

らびに工作機器事業の売上が順調に推移し、全体では５期連続の増収となりました。利益面につきまし

ては、全社をあげてコスト削減に取り組んで参りましたが、スクラップ鋼材やニッケル等の原材料価格

の上昇、受注競争の激化により受注価格の低下が響き、営業利益、経常利益、当期純利益は減益となり

ました。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ① 資産、負債及び純資産 

当連結会計年度末の総資産は、素形材事業の新鋳造ラインなどの有形固定資産の増加により前連結

会計年度末に比べ2,433百万円増加し、53,822百万円となりました。 

負債は、新株予約権付社債の株式への転換などにより、前連結会計年度末に比べ331百万円減少

し、30,611百万円となりました。 

純資産は、当期純利益1,215百万円の計上と新株予約権付社債の株式への転換1,800百万円などによ

り23,211百万円となりました。純資産から少数株主持分を差し引いた自己資本は23,112百万円とな

り、自己資本比率は42.9％となりました。 

 ② 資金の流動性 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ1,161百万円増加

し3,371百万円の収入となりました。これは、主に、税金等調整前当期純利益の計上によるものであ

ります。  

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ509百万円減少し4,623百万円の支出

となりました。これは、主に、有形固定資産の取得による支出によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ7,340百万円減少し634百万円の支出

となりました。これは、主に、配当金の支払いによるものであります。 



これらにより当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ1,860百

万円減少し、8,703百万円となりました。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い    

（注）１ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。  

  ２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  ３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

  

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現状の事業環境及び入手可能な情報に基づき、 善の経営方針を立案すべ

く努力しておりますが、当社グループを取巻く経営環境は原材料費の高騰や高止まり、為替の変動や輸

出動向の不透明感などにより必ずしも楽観視できる状況にはありません。こうした厳しい経営環境のな

か、既存事業の再構築やコスト構造の抜本的な改革、商品開発力の強化などを推進して、競争力の強

化、収益力の向上を図ります。 

  

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

３月期 ３月期 ３月期 ３月期 ３月期

自己資本比率(％) 38.0 39.7 39.4 39.6 42.9

時価ベースの自己資本比率(％) 17.5 50.7 51.6 69.4 51.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 5.7 6.7 16.3 5.3 3.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ 11.5 8.9 3.7 12.7 17.8



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）では、製造設備の増強、合理化及び更新を目的とし、当連結会計

年度に総額 5,346百万円の設備投資を行いました。 

事業の種類別セグメントの主な設備投資は、次のとおりであります。 

素形材事業では、国内外自動車メーカー向けのミッション部品が順調に増加しているため、鋳物加工ラ

インを増設しており、また、東京工場（さいたま市北区）に銑鉄鋳物製造ラインを増設中であり、既存受

注品の拡大と新規受注品に対応するため供給体制を整えております。平成19年３月に銑鉄鋳物製造工場用

地として広島県福山市に土地を購入しており、以上を中心に4,884百万円の設備投資を行いました。 

なお、その他の事業に表示すべき主な設備投資はありません。 

また、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 
平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。 

２ 貸与中の機械装置788百万円を含んでおり、素形材事業の鋳物加工のため総社工業㈱に貸与しております。 

３ 土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は 181百万円であります。賃借している土地の面積は

［ ］で外書きしております。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

５ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ 上記のほか、主要な設備のうち、連結会社以外から賃借している設備の内容は、次の通りであります。 

  

 
  

(2) 国内子会社 

表示すべき主要な設備はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社及び本社工場 
(広島県府中市) 
(注)２

素形材事業 
工作機器事業 
産業機械事業 
全社的管理業務

鋳物製造設
備・産業用
機械器具製
造設備

783 2,972
2,245
(161)
[44]

321 6,323 685

東京工場 
(さいたま市北区)

素形材事業
鋳物製造設
備

301 750
43

(29)
1,870 2,966 82

和歌山工場 
(和歌山県橋本市)

産業機械事業
産業用機械
製造設備

121 42
130
(22)

1 297 37

甲山工場 
(広島県世羅郡世
羅町)

素形材事業 
住環境事業

鋳物加工設
備・ユニッ
トハウス製
造設備

251 1,382
31

(27)
[13]

26 1,691 5

大阪支店 
(大阪市住之江区) 
他全国６支店 
５営業所

販売業務 販売設備 105 50
165
(2)
[1]

78 399 161

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

本社工場 
（広島県府中市）

全社共通
基幹ホストコンピ
ューター

40 138



(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。 

２ 現在貸与中の主要な設備はありません。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 表示すべき主要なリース資産はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) １ 製造設備の更新及び合理化のため、完成後の生産能力の増加は殆どありません。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新を除き、重要な設備の除却または売却の計画はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

KITAGAWA 
(THAILAND) 
CO.,LTD. 
(タイ 
チョンブリ県)

素形材事業
鋳物製造設
備

468 1,223
300
(94)

54 2,047 429

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達方法 着手年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
本社福山工場 
(広島県福山市)

素形材事業
鋳物製造
設備

2,677 1 自己資金
平成19年 
４月

平成20年 
３月

生産能力
19％増

提出会社
甲山工場 
(広島県世羅郡世
羅町)

素形材事業
鋳物加工
設備

519 ― 自己資金
平成19年 
４月

平成19年 
７月

生産能力
２％増

提出会社
本社下川辺工場 
(広島県府中市)

素形材事業

鋳物製造
設備更
新、合理
化

238 ― 自己資金
平成19年 
４月

平成20年 
３月

(注)１

提出会社
東京工場 
(さいたま市北区)

素形材事業

鋳物製造
設備更
新、合理
化

123 ― 自己資金
平成19年 
４月

平成20年 
３月

(注)１

提出会社
本社工場 
(広島県府中市)

工作機器事
業

工作機器
製造設備
更新、合
理化

503 ― 自己資金
平成19年 
４月

平成20年 
３月

(注)１



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 308,000,000

計 308,000,000

種類
事業年度末

現在発行数(株) 
(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 96,508,030 96,508,030
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 96,508,030 96,508,030 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日

6,465,199 91,165,199 1,100 7,740 1,100 4,180

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日

5,342,831 96,508,030 900 8,640 900 5,080



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式419,137株は「個人その他」に419単元及び「単元未満株式の状況」に137株それぞれ含まれており

ます。 

  なお、期末日現在の実質保有株式数は418,137株であります。 

２ 上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ22 

単元及び300株含まれております。 
  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

0 48 54 195 62 6 15,030 15,395 ―

所有株式数 
(単元)

0 21,615 2,191 6,628 5,069 28 59,563 95,094 1,414,030

所有株式数 
の割合(％)

0.00 22.73 2.30 6.97 5.33 0.03 62.64 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 3,960 4.10

北川鉄工所みのり会 広島県府中市元町77番地の１ 3,169 3.28

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,788 2.88

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,065 2.13

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番
10号

2,036 2.10

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 2,000 2.07

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 1,713 1.77

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,320 1.36

北川鉄工所自社株投資会 広島県府中市元町77番地の１ 1,273 1.32

モルガン・スタンレー・アンド・カン
パニー・インターナショナル・リミテ
ッド 
(常任代理人 モルガン・スタンレー
証券会社)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, 
LONDON E144QA ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー)

1,153 1.19

計 ― 21,477 22.25



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式137株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の普通株式欄には、証券保管振替機構名義の株式が、そ

れぞれ22,000株(議決権22個)及び300株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 1,000株(議決権 

１個)あります。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含め

ております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

  該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

418,000
― ―

(相互保有株式)
普通株式

54,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

94,622,000
94,622 ―

単元未満株式
普通株式

1,414,030
― ―

発行済株式総数 96,508,030 ― ―

総株主の議決権 ― 94,622 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社北川鉄工所

広島県府中市元町77番地の
１

418,000 ― 418,000 0.43

（相互保有株式） 
株式会社吉舎鉄工所

広島県三次市吉舎町三玉
541番地

54,000 ― 54,000 0.05

計 ― 472,000 ― 472,000 0.48



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】旧商法第221条第６項の規定に基づく買取請求による普通株式の取得 
    
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元は経営上の重要課題のひとつと認識しており、配当性向や内部留保の充

実を勘案して、業績に対応しながら極力安定的に剰余金の配当を継続して実施することとしております。

また、当社は中間配当をすることができる旨を定款に定めておりますが、年１回の期末配当を基本方針と

しております。 

なお、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、当事業年度の業績及び財務内容等を勘案し、内部留保にも

意を用いて１株につき５円としております。この結果、配当性向は34.8％となりました。 

また、内部留保につきましては、技術革新対応への設備投資・研究開発投資など、企業体質強化に備え

るためのものであり、将来の企業価値増大への原資と考えております。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 
(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

62,424 18,146,885

当期間における取得自己株式 
(平成19年４月１日～平成19年５月31日)

7,795 2,099,720

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(  －  ) ― ― ― ―

保有自己株式数 418,137 ― 425,932 ―

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成19年６月28日 
定時株主総会決議

480 5



(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 117 336 301 408 421

低(円) 50 78 152 209 241

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 289 277 286 302 330 314

低(円) 253 241 254 269 280 277



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

北川 一也 昭和２年11月30日生

昭和27年３月 当社入社

※１ 49

昭和30年９月 当社専務取締役

昭和44年12月 当社代表取締役副社長

昭和50年11月 当社代表取締役社長

平成９年５月 株式会社北川製作所代表取締役社長(現)

平成13年４月 当社代表取締役会長(現)

代表取締役 
社長

北川 祐治 昭和32年４月１日生

昭和58年９月 当社入社

※１ 1,104

平成３年６月 当社取締役

平成７年４月 当社常務取締役

平成９年４月 当社専務取締役

平成９年12月 KITAGAWA SALES(THAILAND)CO.,LTD. 

代表取締役社長(現)

平成11年４月 当社代表取締役専務

平成13年４月 当社代表取締役社長(現) 

北川冷機株式会社代表取締役社長(現)

平成15年２月 KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役会長

(現)

代表取締役 
専務

素形材 
事業部長

北川  宏 昭和33年12月12日生

昭和56年４月 当社入社

※１ 37

平成５年４月 当社工機事業部長

平成５年６月 当社取締役工機事業部長

平成９年４月 当社常務取締役工機事業部長

平成11年４月 当社常務取締役産業機械事業部長

平成13年４月 当社代表取締役専務産業機械事業部長

平成14年４月 当社代表取締役専務素形材事業部長

平成15年４月 当社代表取締役専務営業統括

平成18年10月 当社代表取締役専務素形材事業部長(現)

平成19年４月 株式会社吉舎鉄工所代表取締役社長(現)

常務取締役
産業機械 
事業部長

安藤  攻 昭和18年２月21日生

平成７年６月 株式会社広島銀行事務管理部長

※１ 20

平成８年７月 当社入社、経営管理本部経理部長

平成９年６月 当社取締役経営管理本部副本部長兼経理部長

平成13年４月 当社取締役経営管理本部長兼経理部長

平成15年４月 当社取締役経営管理統括

平成16年４月 当社常務取締役経営管理統括

平成18年10月 当社常務取締役産業機械事業部長(現)

常務取締役 生産統括 渡辺 純夫 昭和20年３月22日生

昭和38年４月 当社入社

※１ 43

平成７年10月 当社工機事業部生産統括部長

平成10年６月 当社取締役工機事業部生産統括部長

平成11年４月 当社取締役工機事業部長兼生産統括部長

平成15年４月 当社取締役技術統括

平成16年４月 当社常務取締役生産統括

平成17年11月 当社常務取締役出向 

KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.代表取締役社長

平成19年１月 当社常務取締役生産統括(現)

取締役 福永 喜久男 昭和22年８月18日生

昭和45年４月 当社入社

※１ 25

平成９年４月 当社産業機械事業部営業部長

平成10年６月 当社取締役産業機械事業部営業部長

平成14年４月 当社取締役大阪支店長

平成19年１月 当社取締役産業機械事業部CP営業部長

平成19年３月 当社取締役出向K&Kプラント株式会社代表取締

役社長(現)



   
(注) １ 代表取締役社長北川祐治は、代表取締役会長北川一也の長男であり、代表取締役専務北川 宏は、同会長の

二男であります。 

２ 監査役柴原 剛、武田安弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ ※１ 平成19年６月28日開催の定時株主総会から２年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関する 

   定時株主総会の終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
経営管理 
担当

髙橋 正義 昭和19年10月１日生

昭和38年４月 当社入社

※１ 61

平成10年４月 当社建設機械事業部長

平成10年６月 当社取締役建設機械事業部長

平成12年７月 当社取締役住環境事業部東日本統括部長兼池袋

事業所長

平成15年４月 当社取締役東京支店長兼横浜支店長

平成17年１月 当社取締役素形材事業部長

平成18年10月 当社取締役経営管理担当(現)

取締役
工機 

事業部長
北川日出夫 昭和38年３月３日生

昭和60年４月 当社入社

※１ 3
平成13年４月 当社住環境事業部長  

平成16年10月 当社工機事業部長

平成17年６月 当社取締役工機事業部長(現)

取締役
住環境 

事業部長
佐藤  靖 昭和31年４月17日生

昭和55年４月 当社入社

※１ 10
平成15年10月 当社総務部長

平成16年10月 当社住環境事業部長

平成17年６月 当社取締役住環境事業部長(現)

取締役 神田 芳明 昭和24年６月17日生

昭和47年４月 当社入社

※１ 11

平成15年４月 当社素形材事業部長

平成17年１月 出向KITAGAWA (THAILAND)CO.,LTD.代表取締役

社長

平成17年６月 当社取締役出向KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. 

代表取締役社長

平成17年11月 当社取締役素形材事業部副事業部長兼出向 

KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. 常勤顧問

平成19年１月 当社取締役出向KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. 

代表取締役社長(現)

取締役
開発・ 

技術担当
矢田 正美 昭和23年12月22日生

昭和47年４月 当社入社

※１ 12

平成10年４月 当社産業機械事業部技術部長

平成15年４月 当社産業機械事業部長

平成17年６月 当社取締役産業機械事業部長

平成18年10月 当社取締役開発担当

平成19年６月 当社取締役開発・技術担当(現)

取締役
東京 
支店長

小川 民益 昭和23年８月29日生

昭和46年４月 当社入社

※１ 8
平成９年４月 当社建設機械事業部営業部長

平成17年１月 当社東京支店長

平成17年６月 当社取締役東京支店長(現)

常勤監査役 柴原  剛 昭和18年１月６日生
平成８年６月 株式会社広島銀行名古屋支店長

※２ 5
平成10年６月 当社常勤監査役(現)

監査役 武田 安弘 昭和31年12月18日生

平成５年４月 三原国際情報専門学校副校長

※２ －

平成８年９月 有限会社フューマンソーケン設立、代表取締役

社長

平成13年６月 当社監査役(現)

平成15年８月 株式会社センシンＢＰＩ研究所代表取締役社長

(現)

監査役 金藤 義典 昭和15年２月19日生

昭和33年４月 当社入社

※３ 44

平成７年４月 当社取締役住宅事業部長兼甲山工場長

平成11年４月 当社取締役素形材事業部長

平成15年２月 当社取締役KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取

締役社長

平成17年３月 当社取締役退任

平成17年６月 当社監査役(現)

計 1,433



※２ 平成16年６月29日開催の定時株主総会から４年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関する 

   定時株主総会の終結の時までであります。 

※３ 平成17年６月29日開催の定時株主総会から３年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関する 

   定時株主総会の終結の時までであります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社では、経営環境の激しい変化に対応すべく、経営の効率化・意思決定の迅速化や経営の透明性の

確保が必要不可欠であると考えております。そのため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重

要課題の一つとして位置付け、企業の健全性を確保し、企業価値の増大を図り、企業の社会的責任を果

たす事業活動の展開に努めております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

当社は取締役会、監査役会制度をとっており、引続きこの体制でコーポレート・ガバナンスの充実

を図っていきます。 

 取締役の任期は２年、定数は20名以内とする旨定款に定めており、現在12名が就任しております。

 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

 また、監査役３名のうち２名は社外監査役であり、そのうち１名は常勤監査役であります。 

 当社の業務執行の体制、経営監視及び内部統制の体制は次のとおりであります。 

 

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

取締役会については取締役会規程が定められており、月１回の定例取締役会の開催と、必要に応じ

た臨時取締役会の開催によって、相互の意思疎通を図ると共に、相互の業務執行を監督し、必要に応

じ外部の専門家を起用して法令定款違反行為を未然に防止しております。 

また、当社は、取締役の職務執行については監査役会の定める監査の方針及び分担に従い、監査役

の監査対象になっております。 



グループ会社が参加する経営会議を年２回開催し、当社意向の徹底と課題の共有を行い、毎月の取

締役会においてもグループ各社の状況把握と対策を協議しております。 

また、原則毎週常務以上のマネジメントチームミーティングを行い、当面の課題事項の議論をする

ほか、毎月１回は取締役事業部長を加えた拡大ミーティングを行って緊急事案の決定を行っておりま

す。 

コンプライアンス体制の基本として、キタガワ企業行動憲章（キタガワ・ビジネス・プリンシプ

ル）及びキタガワ自主行動基準（キタガワ・ビジネス・ガイドライン）があり、その運用については

コンプライアンス規程を定めております。社長を委員長とする内部統制委員会を設置して、内部統制

システムの構築、維持、向上を推進すると共に、その下部組織としてコンプライアンス委員会を組織

して、体制の整備及び維持を図っております。 

当社の企業グループ各社は、キタガワ企業ビジョンを共有し、すべての企業グループに適用するキ

タガワ企業行動憲章（キタガワ・ビジネス・プリンシプル）及びキタガワ自主行動基準（キタガワ・

ビジネス・ガイドライン）をもとに各社で諸規程を定めて業務の運営を行っております。 

グループ各社には、各社社長をコンプライアンス担当責任者として、コンプライアンス体制を構築

し、本社コンプライアンス委員会は各社のコンプライアンス担当者に指導、指示を行っております。

③内部監査及び監査役監査の状況 

当社は内部監査部門は設置しておりません。 

 監査役監査については、常勤監査役を中心に非定期で年４回程度監査役会を開催し、期中監査計画

概要、監査概要報告、都度の監査状況報告、情報交換等を行っています。臨店、工場監査を行い、取

締役会、経営会議等で経営全般にわたり取締役に対し提言、助言、勧告を行っています。また、会計

監査人からは適時に会計監査の計画及び実施状況の報告を求めると共に必要に応じて情報交換を行っ

ており、決算実地棚卸の際には会計監査人と協力してこれに立会しております。 

④会計監査の状況 

当社はあずさ監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。当期において業務

を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。な

お、継続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しております。 

業務を執行した公認会計士の氏名      

 指定社員 業務執行社員 相原一保、山本昭人 

会計監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士２名、会計士補２名 

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は社外取締役を選任しておりません。また、社外監査役２名と当社との人的関係、資本的関係

又は取引関係その他の利害関係はありません。 

⑥役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額        ：   216百万円 

監査役の年間報酬総額        ：    18百万円(うち社外監査役２名15百万円) 

(注) １ 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２ 取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第96期定時株主総会において年額500百万円以内と決議を

いただいております。 

３ 監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第96期定時株主総会において年額50百万円以内と決議をい

ただいております。 



⑦監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  

                  ：    21百万円 

上記以外の業務に基づく報酬     ：    ―百万円 

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社を取り巻くリスクとして、経営環境動向、法律対応、製品品質、販売及び調達価格、海外取引、

天災事変等、さまざまな事業上のリスクが想定されます。 

 全取締役を委員とするリスク管理委員会を組織し、全社のリスク管理にあたり、業務執行に係るリス

クを認識するために、各事業部門ごとに事業部・リスク管理委員会を設けております。事業部・リスク

管理委員会は事業部長を委員長とし、その下にリスクの管理責任者を定めております。 

 総体的な経営リスクについては、各部門会議、取締役会、経営会議にて分析対応を検討し管理してお

ります。不測の事態が発生したときは社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び顧問

弁護士等を含んだアドバイザリーチームを組織して迅速に対応し、損害の発生防止及びその極小化に万

全を図っております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,587 8,545

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 17,763 19,053

 ３ 有価証券 ― 200

 ４ たな卸資産 7,521 6,341

 ５ 繰延税金資産 294 157

 ６ その他 90 754

   貸倒引当金 △58 △92

    流動資産合計 36,197 70.4 34,961 65.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 11,394 10,338

    減価償却累計額 △8,156 3,237 △7,419 2,918

  (2) 機械装置及び運搬具 ※１ 21,239 23,542

    減価償却累計額 △15,952 5,286 △16,817 6,724

  (3) 土地 ※１ 2,473 3,711

  (4) 建設仮勘定 876 2,058

  (5) その他 1,684 1,685

    減価償却累計額 △1,411 273 △1,354 330

    有形固定資産合計 12,147 23.7 15,742 29.2

 ２ 無形固定資産 363 0.7 382 0.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 1,777 1,697

  (2) 繰延税金資産 321 459

  (3) その他 833 823

    貸倒引当金 △252 △244

    投資その他の資産合計 2,680 5.2 2,736 5.1

    固定資産合計 15,191 29.6 18,861 35.0

    資産合計 51,389 100.0 53,822 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 10,775 11,370

 ２ 短期借入金 4,688 4,744

 ３ １年以内に返済予定の 
   長期借入金

※１ 1,972 4,200

 ４ 未払法人税等 421 785

 ５ 賞与引当金 475 479

 ６ 役員賞与引当金 ― 70

 ７ その他 2,672 3,397

   流動負債合計 21,004 40.9 25,048 46.5

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付社債 1,800 ―

 ２ 長期借入金 ※１ 5,145 2,700

 ３ 退職給付引当金 2,189 2,279

 ４ 役員退職慰労引当金 422 ―

 ５ 債務保証損失引当金 10 10

 ６ 連結調整勘定 348 ―

 ７ 負ののれん ― 174

 ８ その他 21 398

   固定負債合計 9,938 19.3 5,563 10.4

   負債合計 30,943 60.2 30,611 56.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 82 0.2 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 7,740 15.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 4,190 8.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 7,802 15.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 700 1.4 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 0 0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※７ △68 △0.1 ― ―

   資本合計 20,364 39.6 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

51,389 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 8,640 16.0

 ２ 資本剰余金 ― ― 5,090 9.5

 ３ 利益剰余金 ― ― 8,509 15.8

 ４ 自己株式 ― ― △86 △0.2

   株主資本合計 ― ― 22,152 41.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 591 1.1

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― 369 0.7

   評価・換算差額等合計 ― ― 960 1.8

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 98 0.2

   純資産合計 ― ― 23,211 43.1

   負債純資産合計 ― ― 53,822 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 44,537 100.0 49,361 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 36,683 82.4 41,535 84.1

   売上総利益 7,853 17.6 7,826 15.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 5,646 12.6 5,938 12.1

   営業利益 2,207 5.0 1,887 3.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 60 74

 ２ 連結調整勘定償却額 167 ―

 ３ 負ののれん償却額 ― 174

 ４ 持分法による投資利益 43 46

 ５ 不動産賃貸料 71 84

 ６ 為替差益 124 143

 ７ その他 141 609 1.3 205 727 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 173 189

 ２ 売上割引 26 27

 ３ その他 30 230 0.5 3 220 0.4

   経常利益 2,585 5.8 2,394 4.9

Ⅵ 特別利益

   投資有価証券売却益 40 40 0.1 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ ― 8

 ２ 固定資産除却損 ※４ 99 109

 ３ 減損損失 ※５ ― 45

 ４ 投資有価証券評価損 ― 4

 ５ 関係会社等整理損 452 552 1.2 ― 168 0.4

   税金等調整前当期純利益 2,073 4.7 2,225 4.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

512 919

   法人税等調整額 △181 331 0.8 73 993 2.0

   少数株主利益 27 0.1 16 0.0

   当期純利益 1,714 3.8 1,215 2.5



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,087

Ⅱ 資本剰余金増加高

  １ 増資による新株の発行 1,100

  ２ 自己株式処分差益 2 1,102

Ⅲ 資本剰余金期末残高 4,190

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 6,333

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,714 1,714

Ⅲ 利益剰余金減少高

  １ 配当金 210

  ２ 役員賞与金 35 245

Ⅳ 利益剰余金期末残高 7,802



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,740 4,190 7,802 △68 19,663

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 900 900 1,800

 剰余金の配当（注） △453 △453

 役員賞与（注） △55 △55

 当期純利益 1,215 1,215

 自己株式の取得 △18 △18

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

900 900 706 △18 2,488

平成19年３月31日残高(百万円) 8,640 5,090 8,509 △86 22,152

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 700 0 700 82 20,446

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,800

 剰余金の配当（注） △453

 役員賞与（注） △55

 当期純利益 1,215

 自己株式の取得 △18

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△109 369 259 16 276

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△109 369 259 16 2,764

平成19年３月31日残高(百万円) 591 369 960 98 23,211



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 2,073 2,225

   減価償却費 1,564 1,680

   減損損失 ― 45

   連結調整勘定償却額 △167 ―

   負ののれん償却額 ― △174

   貸倒引当金の増減額(減少:△) 74 23

   賞与引当金の増減額(減少:△) 132 4

   役員賞与引当金の増減額(減少:△) ― 70

   退職給付引当金の増減額(減少:△) 221 89

   役員退職慰労引当金の増減額(減少:△) △29 △422

   受取利息及び受取配当金 △60 △74

   支払利息 173 189

   持分法による投資損益(益:△) △43 △46

   有形固定資産売却損益(益:△) ― 8

   有形固定資産除却損 99 109

   投資有価証券売却損益(益:△) △40 ―

   投資有価証券評価損 ― 4

   売上債権の増減額(増加:△) △1,681 △1,197

   たな卸資産の増減額(増加:△) △2,154 1,236

   仕入債務の増減額(減少:△) 1,878 511

   未払消費税等の増減額(減少:△) △98 163

   その他 824 △352

    小計 2,766 4,097

   利息及び配当金の受取額 57 82

   利息の支払額 △173 △189

   法人税等の支払額 △440 △618

  営業活動によるキャッシュ・フロー 2,210 3,371

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △2,569 △4,572

   有形固定資産の売却による収入 ― 106

   投資有価証券の取得による支出 ― △97

   投資有価証券の売却による収入 100 ―

   貸付けによる支出 △55 △145

   貸付金の回収による収入 43 104

   債務保証の履行による支出 △1,472 ―

   その他 △160 △19

  投資活動によるキャッシュ・フロー △4,114 △4,623



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 3,502 1,114

   短期借入金の返済による支出 △421 △1,058

   長期借入れによる収入 900 1,900

   長期借入金の返済による支出 △1,081 △2,117

      新株予約権付社債の発行による収入 4,000 ―

   自己株式の売却による収入 40 ―

   自己株式の取得による支出 △23 △18

   配当金の支払額 △210 △453

  財務活動によるキャッシュ・フロー 6,706 △634

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 6 25

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少:△) 4,807 △1,860

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,756 10,564

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 10,564 8,703



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 

  ７社 

連結子会社名 

 北川冷機㈱、日本建機㈱、 

 ㈱北川製作所、㈱吉舎鉄工所、 

 KITAKOコーポレーション㈱、 

 KITAGAWA USA,INC.、 

 KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. 

 なお、当連結会計年度において、

KITAKOコーポレーション㈱を設立し、

連結子会社としております。

連結子会社の数 

  ７社 

連結子会社名 

 北川冷機㈱、 

 Ｋ＆Ｋプラント㈱（平成19年３月 

 ９日 日本建機㈱から商号変 

 更）、㈱北川製作所、 

 ㈱吉舎鉄工所、 

 KITAKOコーポレーション㈱、 

 KITAGAWA USA,INC.、 

 KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. 

 なお、当連結会計年度において、

KITAGAWA USA,INC.は清算中でありま

す。

２ 持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の関連会社数

  ３社

会社名

 ㈱ケーブル・ジョイ、

 KITAGAWA EUROPE LTD.、

 KITAGAWA SALES(THAILAND)CO.,LTD.

(イ)持分法適用の関連会社数

  ４社

会社名

 ㈱ケーブル・ジョイ、 

 KITAGAWA EUROPE LTD.、 

 KITAGAWA SALES 

 (THAILAND) CO.,LTD.、 

 KITAGAWA-NORTHTECH INC. 

 なお、当連結会計年度において、

KITAGAWA-NORTHTECH  INC.の 株 式 の

20％を取得し持分法適用関連会社とし

ております。

(ロ)持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

(ロ)同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

㈱吉舎鉄工所 １月20日

KITAGAWA (THAILAND) 
CO.,LTD.

12月31日

 同左

 連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結決算上必要な調整を行って

おります。



 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法によ

り算定)

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法

 ② たな卸資産

   主として総平均法による原価法

   ただし、素形材事業は、主とし

て売価還元法による原価法

 ② たな卸資産

   同左

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   当社及び国内連結子会社は、主

として定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法を採

用しております。

   在外連結子会社は、定額法を採

用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～17年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   当社及び国内連結子会社は、主

として定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法を採

用しております。

   在外連結子会社は、定額法を採

用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～15年

 ② 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

 ② 無形固定資産

   同左

(ハ)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   当社及び国内連結子会社は、売

上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。また在外連

結子会社は、特定の債権について

個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ② 賞与引当金

   当社及び国内連結子会社は、従

業員賞与の支出に備えるため、支

給見込額に基づき計上しておりま

す。

 ② 賞与引当金

   同左

 ③ ―――  ③ 役員賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、役

員の賞与支出に備えるため、支給

見込額に基づき計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は、

それぞれ70百万円減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。

 ④ 退職給付引当金

   当社及び国内連結子会社は、従

業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産に基づき計上し

ております。

   会計基準変更時差異は、15年に

よる按分額を費用処理しておりま

す。

   過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)による定

額法により按分した額を費用処理

しております。

   数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しておりま

す。

 ④ 退職給付引当金

   同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

 ⑤ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

 ⑤ 役員退職慰労引当金

 ――― 

（追加情報） 

 当社は、平成18年６月29日開催

の定時株主総会において役員退職

慰労金制度を廃止することを決議

するとともに、役員の退任時に平

成18年３月31日までの在任期間に

応じた退職慰労金を支給すること

を決議しております。これに伴

い、前連結会計年度末までに計上

した役員退職慰労引当金（378百

万円）については、固定負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

 ⑥ 債務保証損失引当金

   債務保証に係る損失負担に備え

るため、被保証先の財政状態等を

勘案し、損失負担見込額を計上し

ております。

 ⑥ 債務保証損失引当金 

   同左

(ニ)重要なリース取引の処理方法

  当社及び国内連結子会社は、リー

ス物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、在外連結子会社

については、通常の売買取引に準じ

た会計処理によっております。

(ニ)重要なリース取引の処理方法 

  同左

(ホ)重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   為替予約について振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。

(ホ)重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権債務

金利スワップ 借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

 ③ ヘッジ方針

   外貨建債権債務の為替変動リス

クを軽減する目的で為替予約取引

を、また、借入金の金利変動リス

クを軽減する目的で金利スワップ

取引を行っております。

 ③ ヘッジ方針 

   同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件は同一で

あり、かつヘッジ開始以降も継続

して相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと

想定できるため、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   同左



 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

   同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

 同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定は、５年間で均等償却

しております。

―――

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

―――  のれん及び負ののれんは、５年間で

均等償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分又は損失処理について、連結会

計年度中に確定した利益処分又は損失

処理に基づいて作成しております。

―――

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に満期日又は

償還日が到来する短期投資からなって

おります。

 同左



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

23,112百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 「定期預金の純増減額(増加:△)」は、金額が少額な

ため、当連結会計年度より投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「定期預金の純増減

額(増加:△)」の金額は△２百万円であります。

―――

――― (連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」と表示しております。

――― (連結損益計算書関係) 

 前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」と表示しております。

――― (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」と表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

 建物及び構築物 878百万円

 機械装置及び運搬具 1,325百万円

 土地 755百万円

 計 2,959百万円

   上記のうち工場財団抵当に供している資産は次の

とおりであります。

 建物及び構築物 828百万円

 機械装置及び運搬具 1,325百万円

 土地 594百万円

 計 2,748百万円

   担保付債務は次のとおりであります。

 １年以内に返済予定の長期借入金 300百万円

 長期借入金 3,980百万円

 計 4,280百万円

   上記のうち工場財団抵当に対応する担保付債務は

次のとおりであります。

 １年以内に返済予定の長期借入金 100百万円

 長期借入金 3,820百万円

      計 3,920百万円

 

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 829百万円

機械装置及び運搬具 1,167百万円

土地 714百万円

計 2,712百万円

   上記のうち工場財団抵当に供している資産は次の

とおりであります。

建物及び構築物 782百万円

機械装置及び運搬具 1,167百万円

土地 594百万円

計 2,545百万円

   担保付債務は次のとおりであります。

１年以内に返済予定の長期借入金 2,500百万円

長期借入金 1,680百万円

計 4,180百万円

   上記のうち工場財団抵当に対応する担保付債務は

次のとおりであります。

１年以内に返済予定の長期借入金 2,300百万円

長期借入金 1,620百万円

     計 3,920百万円

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

 投資有価証券(株式) 80百万円

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券(株式) 185百万円

 

 ３ 偶発債務

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。

 ㈱ケーブル・ジョイ 79百万円

 医療法人社団みのり会北川病院 59百万円

 計 138百万円

   連結会社以外の会社のリース債務に対し、債務保

証を行っております。

 ㈲丸弘商事 75百万円

 

 ３ 偶発債務

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。

㈱ケーブル・ジョイ 76百万円

医療法人社団みのり会北川病院 37百万円

計 114百万円

   連結会社以外の会社のリース債務に対し、債務保

証を行っております。

㈲丸弘商事 56百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高は、26百万円であります。  ４ 受取手形裏書譲渡高は、34百万円であります。

※５         ―――

 

※５ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。

受取手形 445百万円

支払手形 710百万円

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式91,165千株で

あります。

※６         ―――

※７ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

382千株であります。

※７         ―――



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は、503百万円であります。

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は、615百万円であります。

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

荷造費及び支払運賃 584百万円

従業員給与手当 1,878百万円

賞与引当金繰入額 169百万円

退職給付費用 312百万円

役員退職慰労引当金繰入額 41百万円

減価償却費 100百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

荷造費及び支払運賃 643百万円

従業員給与手当 1,965百万円

賞与引当金繰入額 161百万円

役員賞与引当金繰入額 70百万円

退職給付費用 281百万円

減価償却費 110百万円

※３         ―――

 

※３ 固定資産売却損は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 8百万円

 主として、東京工場の門型クレーン売却損5百万

円であります。

 

※４ 固定資産除却損は、次のとおりであります。

 建物及び構築物 66百万円

 機械装置及び運搬具 29百万円

 その他 3百万円

 計 99百万円

 主として、中須社宅解体に伴う除却損57百万円並

びに東京工場及び下川辺工場の鋳物製造設備更新に

伴う除却損15百万円であります。

 

※４ 固定資産除却損は、次のとおりであります。

建物及び構築物 31百万円

機械装置及び運搬具 63百万円

その他 14百万円

計 109百万円

 主として、下川辺工場及び東京工場の鋳物製造設

備更新に伴う除却損36百万円であります。

※５         ―――

 

※５ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

福岡県みやま市 賃貸資産 土地・建物

   当社グループは、事業用資産については、事業の

種類別セグメントを基礎として、遊休資産、賃貸資

産については、物件単位ごとにグルーピングしてお

ります。 

 産業機械事業において、コンクリートプラント及

び関連設備の関係会社である日本建機㈱と当社コン

クリートプラント営業部門を統合し、事業形態を再

編して販売会社Ｋ＆Ｋプラント㈱としており、上記

資産の使用用途が事業用資産から、賃貸資産に変更

となりました。 

 賃貸資産は継続的な地価の下落及び賃貸料の収益

性が低いため、減損損失を認識することとなり、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（45百万円）として特別損失に計上しており

ます。減損損失の内訳は、建物28百万円、土地17百

万円であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定評価基準に基づき評価してお

ります。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加 5,342千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加 62千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
２ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末 
株式数（千株）

発行済株式

 普通株式 91,165 5,342 ― 96,508

合計 91,165 5,342 ― 96,508

自己株式

 普通株式 382 62 ― 445

合計 382 62 ― 445

 （決議）
株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 454百万円 ５円 平成18年３月31日 平成18年６月29日

 （決議）
株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 480百万円 利益剰余金 ５円 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 10,587百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △23百万円

現金及び現金同等物 10,564百万円

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,545百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △42百万円

有価証券勘定 200百万円

現金及び現金同等物 8,703百万円

２ 営業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内

訳 

 北川工業㈱からＣＮＣ事業に関する営業の譲受けに

より増加した資産及び負債の内訳と営業の譲受けによ

る支出との関係は次のとおりであります。

流動資産 711百万円

固定資産 745百万円

営業の譲受けによる支出 1,457百万円

２          ―――



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

359 168 190

その他 251 52 199

計 610 220 389

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

368 205 163

その他 262 96 165

計 631 302 329

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

  同左

２ 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 105百万円

 １年超 284百万円

 計 389百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 108百万円

１年超 221百万円

計 329百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

  同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 92百万円

(2) 減価償却費相当額 92百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 111百万円

(2) 減価償却費相当額 111百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
(注)当連結会計年度において、非上場株式について ４百万円減損処理を行っております。 

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

 株式 425 1,601 1,176

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

  株式 ― ― ―

合計 425 1,601 1,176

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

90 40 ―

連結貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券
  非上場株式 95

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

 株式 428 1,421 992

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

  株式 ― ― ―

合計 428 1,421 992

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 90

  フリー・ファイナンシャル・ファンド 200

計 290



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４

月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループが利用しているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、該当事

項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容

   当社が利用しているデリバティブ取引は、為替予

約取引及び金利スワップ取引であります。

   なお、連結子会社は、デリバティブ取引を行って

おりません。

(1) 取引の内容

   同左

(2) 取引に対する取組方針

   デリバティブ取引は輸出入或いは資金調達の実需

の範囲内で取扱っており、トレーディング業務又は

レバレッジの効いた投機的な取引は行っておりませ

ん。

(2) 取引に対する取組方針

   同左

(3) 取引の利用目的

   外貨建債権債務に係る将来の為替相場の変動リス

クを回避するために、為替予約取引を利用してお

り、また、長期借入金の一部について、将来の金利

上昇リスクを回避するために変動金利受取・固定金

利支払の金利スワップ取引を利用しております。

(3) 取引の利用目的

   同左

(4) 取引に係るリスクの内容

   為替相場変動等による市場リスクについては、取

引の利用目的から許容される範囲内であり、取引相

手の契約不履行等による信用リスクについては、取

引の相手方が信用度の高い金融機関であることか

ら、極めて低いものと判断しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

   同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

   為替予約取引については、海外営業室からの為替

予約申請に基づき、経理担当役員が決定しており、

取引に係る契約及び事務処理は海外営業室が担当

し、その都度、経理担当役員に報告しております。

また、金利スワップ取引については、経理課が稟議

手続で社長の決裁を受けたのち実行しております。

   なお、いずれの取引についても管理規定は設けて

おりません。

(5) 取引に係るリスク管理体制

   同左



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を

設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 
  

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 
  

 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

(百万円)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

(百万円)

(1) 退職給付債務 △13,072 △13,614

(2) 年金資産 7,063 7,845

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △6,009 △5,768

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 2,923 2,598

(5) 未認識数理計算上の差異 2,851 3,181

(6) 未認識過去勤務債務(債務の減額) △1,955 △1,806

(7) 連結貸借対照表計上額純額((3)＋(4)＋(5)＋(6)) △2,189 △1,795

(8) 前払年金費用 ― 484

(9) 退職給付引当金((7)－(8)) △2,189 △2,279

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。

(注) 同左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(百万円)

(1) 勤務費用 326 382

(2) 利息費用 294 295

(3) 期待運用収益 △189 △245

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 324 324

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 331 272

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △149 △149

(7) 退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)) 940 879

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1)勤務費用」に計上しております。

(注) 同左



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2) 割引率 2.4％ 2.0％

(3) 期待運用収益率 3.5％ 同左

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 15年 同左

（発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法によ

り按分した額を費用処理し

ております。）

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年

（各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。）

同左

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度 

(平成18年3月31日)

当連結会計年度 

(平成19年3月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

減損損失 78百万円

投資有価証券 214百万円

貸倒引当金 83百万円

賞与引当金 186百万円

退職給付引当金 790百万円

役員退職慰労引当金 153百万円

税務上の繰越欠損金 78百万円

その他 156百万円

 繰延税金資産小計 1,741百万円

 評価性引当額 △496百万円

 繰延税金資産合計 1,244百万円

  繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △152百万円

その他有価証券評価差額金 △475百万円

 繰延税金負債合計 △627百万円

 繰延税金資産の純額 616百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

減損損失 78百万円

投資有価証券 121百万円

未払事業税 83百万円

長期未払金 153百万円

賞与引当金 193百万円

退職給付引当金 907百万円

税務上の繰越欠損金 597百万円

その他 114百万円

 繰延税金資産小計 2,250百万円

 評価性引当額 △885百万円

 繰延税金資産合計 1,364百万円

  繰延税金負債

前払年金費用 △195百万円

固定資産圧縮積立金 △150百万円

その他有価証券評価差額金 △401百万円

 繰延税金負債合計 △747百万円

 繰延税金資産の純額 616百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整)

連結調整勘定償却 △3.2％

交際費等永久に損金に算入されない項

目
1.8％

住民税均等割等 1.2％

欠損金子会社の未認識税務利益 14.8％

評価性引当額の増減 △40.7％

その他 1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整)

負ののれん償却額 △3.1％

交際費等永久に損金に算入されない項

目
2.8％

住民税均等割等 1.1％

欠損金子会社の未認識税務利益 △15.5％

評価性引当額の増減 17.4％

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 製品の種類、損益集計区分及び関連資産に照らし、事業区分を行っております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

素形材 
事業 

(百万円)

工作機器
事業 

(百万円)

産業機械
事業 

(百万円)

住環境
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

14,803 11,491 10,686 7,556 44,537 ― 44,537

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

220 4 8 ― 233 (233) ―

計 15,023 11,495 10,694 7,556 44,771 (233) 44,537

営業費用 15,010 8,984 10,000 7,374 41,370 960 42,330

営業利益 13 2,511 694 182 3,401 (1,194) 2,207

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

資産 12,967 11,604 7,832 4,967 37,372 14,017 51,389

減価償却費 943 220 179 220 1,564 ― 1,564

資本的支出 1,823 825 205 65 2,920 248 3,168

素形材 
事業 

(百万円)

工作機器
事業 

(百万円)

産業機械
事業 

(百万円)

住環境
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

17,321 12,615 9,967 9,457 49,361 ― 49,361

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

141 5 4 0 152 (152) ―

計 17,463 12,621 9,971 9,457 49,513 (152) 49,361

営業費用 17,137 10,185 9,875 9,063 46,261 1,212 47,474

営業利益 325 2,435 96 393 3,252 (1,364) 1,887

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
  損失及び資本的支出

資産 17,804 11,736 7,364 4,633 41,538 12,283 53,822

減価償却費 1,182 230 173 92 1,680 ― 1,680

減損損失 ― ― ― ― ― 45 45

資本的支出 4,884 270 57 22 5,235 110 5,346

(1) 素形材事業 生型機械鋳鉄品、ロストワックス精密鋳造品、消失模型鋳造品、ＭＩＭ焼結品

(2) 工作機器事業 旋盤用チャック、油圧回転シリンダ、ＮＣ円テーブル、パワーバイス、ＮＣ旋盤

(3) 産業機械事業 コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、ウインチ、環境関連設備
及びリサイクルプラント

(4) 住環境事業 自走式立体駐車場、ユニットハウス

前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額

960 1,212
提出会社の総務部門、経理部門
等、一般管理部門に係る費用

消去又は全社の項目に含めた
全社資産の金額

14,017 12,283

提出会社における余資運用資金
(現預金及び有価証券)、投資資金
(投資有価証券)及び管理部門に係
る資産等



４ 会計処理基準等の変更 

（当連結会計年度） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「消

去又は全社」の項目が 70百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年

４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれ

も90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
(1) アジア    タイ国、韓国 
(2) 北米     アメリカ 
(3) 欧州     イギリス 
(4) その他の地域 オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,595 1,259 710 18 4,583

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 44,537

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

5.8 2.8 1.6 0.0 10.3

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,079 1,232 1,035 15 5,362

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 49,361

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.2 2.5 2.1 0.0 10.9



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  

２ 子会社等 

  

 
(注) １ 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

   ２ 債務保証については、保証料を免除しております。 

  

 
(注) 当社工作機器製品の販売については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

㈲キタガ
ワ興産

広島県 
府中市

100 旅行業
(被所有)
直接

0.6
兼任１人 なし 資金の貸付 30

長期貸付
金

30

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

㈱ ケ ー ブ
ル・ジョイ

広島県
府中市

301
有線テレビ
放送

(所有)
直接

32.1
兼任３人 なし

資金の貸付 ―
関係会社 
長期貸付 
金

428

債務保証 79 ― ―

属性
会社等 
の名称

住所

資本金又 
は出資金 
(千英 
ポンド)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

KITAGAWA 
EUROPE 
LTD.

英国 
ソール
ズベリ
ー市

225
工作機器販
売

(所有)
直接

50.0
兼任２人

当社工作
機器製品
の販売

工作機器製
品の販売

715 売掛金 860

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

㈲キタガ
ワ興産

広島県 
府中市

100 旅行業
(被所有)
直接

0.6
兼任１人 なし 資金の貸付 ―

長期貸付
金

30



２ 子会社等 

  

 
(注) １ 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

   ２ 債務保証については、保証料を免除しております。 

  

 
(注) 当社工作機器製品の販売については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

  

 
(注) 当社工作機器製品の販売については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

  

(企業結合等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

㈱ ケ ー ブ
ル・ジョイ

広島県
府中市

301
有線テレビ
放送

(所有)
直接

32.1
兼任３人 なし

資金の貸付 130
関係会社 
長期貸付 
金

504

債務保証 76 ―

属性
会社等 
の名称

住所

資本金又 
は出資金 
(千英 
ポンド)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

KITAGAWA 
EUROPE 
LTD.

英国 
ソール
ズベリ
ー市

225
工作機器販
売

(所有)
直接

50.0
兼任２人

当社工作
機器製品
の販売

工作機器製
品の販売

1,034 売掛金 1,168

属性
会社等 
の名称

住所

資本金又 
は出資金 
(千米ド
ル)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

KITAGAWA- 
NORTHTECH 
INC.

米国 
イリノ
イ州 
シャン
バーグ
市

1,250
工作機器販
売

(所有)
直接

20.0
兼任１人

当社工作
機器製品
の販売

工作機器製
品の販売

622 売掛金 607



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 224.32円 １株当たり純資産額 240.60円

１株当たり当期純利益 19.58円 １株当たり当期純利益 12.66円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

19.22円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

12.65円

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 23,211

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― 98

（うち少数株主持分(百万円)） ― 98

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 23,112

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

― 96,062

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 1,714 1,215

普通株主に帰属しない金額(百万円) 55 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) 55 ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,659 1,215

普通株式の期中平均株式数(千株) 84,763 96,004

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 1,570 87

(うち新株予約権付社債(千株)) 1,570 87

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

― ―



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

重要な新株予約権の行使 

 当連結会計年度終了後、平成18年４月７日に第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権

利行使が行われ、新株予約権は全て権利行使されまし

た。その概要は次のとおりであります。

(1) 行使額面総額          1,800 百万円

(2) 増加した株式の種類及び数

普通株式           5,342,831 株

(3) 資本金及び資本準備金の増加額

資本金              900 百万円

資本準備金            900 百万円

増加後の資本金は、8,640百万円となります。

(4) 新株の配当起算日       平成18年４月１日

(5) 新株予約権付社債の減少による支払利息の年間減 

  少見込額

該当事項はありません。

―――



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) 新株予約権付社債の内容 

 
    （１）本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本 

    新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

    （２）転換価額の修正 

    本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価 

       額は、決定日までの３連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日 

       の終値の平均値の90％に相当する金額に修正される。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

株式会社北川鉄工所
第１回無担保転
換社債型新株予
約権付社債

平成18年１月26日 1,800 ― ― ― 平成20年１月25日

合計 ― ― 1,800 ― ― ― ―

発行すべき 
株式の内容

新株予約権
の発行価額

株式の 
発行価格
（円）

発行価額の
総額 

（百万円）

新株予約権の行使
により発行した 
株式の発行価額 
の総額(百万円)

新株予約権
の付与割合

(％)

新株予約権 
の行使期間

代用払込に
関する事項

㈱北川鉄工所 
普通株式

無償 368 4,000 4,000 100

自 平成18年 
   １月27日
至 平成20年 
   １月24日

注（１）

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,688 4,744 1.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,972 4,200 1.6 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

5,145 2,700 1.8
平成21年１月13日～
 平成22年３月31日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 11,806 11,644 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 800 1,900 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,689 7,491

 ２ 受取手形 ※4,6 7,629 6,656

 ３ 売掛金 ※４ 9,408 12,236

 ４ 有価証券 ― 200

 ５ 製品 2,615 2,295

 ６ 原材料 969 829

 ７ 仕掛品 3,282 2,502

 ８ 貯蔵品 57 60

 ９ 前払費用 34 419

 10 繰延税金資産 259 179

 11 その他 44 45

   貸倒引当金 △39 △71

   流動資産合計 33,951 68.4 32,846 62.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 8,850 7,735

    減価償却累計額 △6,430 2,420 △5,612 2,122

  (2) 構築物 729 673

    減価償却累計額 △590 138 △560 112

  (3) 機械及び装置 ※１ 16,306 17,969

    減価償却累計額 △12,432 3,873 △12,674 5,295

  (4) 車両運搬具 293 286

    減価償却累計額 △242 51 △235 50

  (5) 工具器具及び備品 1,496 1,514

    減価償却累計額 △1,261 235 △1,223 290

  (6) 土地 ※１ 2,051 3,281

  (7) 建設仮勘定 838 2,008

   有形固定資産合計 9,610 19.3 13,162 25.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 271 271

  (2) ソフトウェア 65 85

  (3) その他 20 20

   無形固定資産合計 357 0.7 377 0.7



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,692 1,508

  (2) 関係会社株式 3,305 3,604

  (3) 出資金 102 102

  (4) 長期貸付金 148 146

  (5) 従業員長期貸付金 46 12

  (6) 関係会社長期貸付金 470 754

  (7) 長期滞留債権 93 89

  (8) 長期前払費用 3 3

  (9) 繰延税金資産 321 435

  (10) その他 218 216

    貸倒引当金 △664 △676

    投資その他の資産合計 5,737 11.6 6,198 11.8

    固定資産合計 15,705 31.6 19,738 37.5

    資産合計 49,657 100.0 52,584 100.0



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※4,6 7,024 7,230

 ２ 買掛金 ※４ 3,214 3,556

 ３ 短期借入金 4,350 4,550

 ４ １年以内に返済予定の 
   長期借入金

※１ 1,900 4,200

 ５ 未払金 676 1,036

 ６ 未払法人税等 363 752

 ７ 未払消費税等 5 167

 ８ 未払費用 272 280

 ９ 前受金 547 388

 10 預り金 102 95

 11 前受収益 0 9

 12 賞与引当金 436 438

 13 役員賞与引当金 ― 70

 14 関係会社整理損失引当金 ― 80

 15 設備建設支払手形 681 1,128

   流動負債合計 19,576 39.4 23,985 45.6

Ⅱ 固定負債

 １ 新株予約権付社債 1,800 ―

 ２ 長期借入金 ※１ 5,000 2,700

 ３ 退職給付引当金 1,906 1,988

 ４ 役員退職慰労引当金 378 ―

 ５ 債務保証損失引当金 10 10

 ６ その他 18 390

   固定負債合計 9,114 18.4 5,088 9.7

   負債合計 28,690 57.8 29,074 55.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 7,740 15.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,180 ―

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 5 5 ― ―

   資本剰余金合計 4,186 8.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 997 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 圧縮記帳積立金 222 ―

  (2) 別途積立金 3,700 3,922 ― ―

 ３ 当期未処分利益 3,482 ―

   利益剰余金合計 8,401 16.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 700 1.4 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △ 61 △0.1 ― ―

   資本合計 20,966 42.2 ― ―

   負債資本合計 49,657 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 8,640 16.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 5,080

  (2) その他資本剰余金 ― 5

   資本剰余金合計 ― ― 5,086 9.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 997

  (2) その他利益剰余金

    圧縮記帳積立金 ― 217

    別途積立金 ― 3,700

    繰越利益剰余金 ― 4,358

   利益剰余金合計 ― ― 9,273 17.6

 ４ 自己株式 ― ― △79 △0.1

   株主資本合計 ― ― 22,920 43.6

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 590 1.1

   評価・換算差額等合計 ― ― 590 1.1

   純資産合計 ― ― 23,510 44.7

   負債純資産合計 ― ― 52,584 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   製品売上高 40,593 40,593 100.0 45,057 45,057 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 2,394 2,615

 ２ 当期製品製造原価 ※１ 33,252 37,336

   合計 35,647 39,951

 ３ 製品期末たな卸高 2,615 33,032 81.4 2,295 37,656 83.6

   売上総利益 7,561 18.6 7,401 16.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造費及び支払運賃 557 608

  ２  貸倒引当金繰入額 116 47

 ３ 従業員給与手当 1,582 1,680

 ４ 賞与引当金繰入額 155 149

 ５ 役員賞与引当金繰入額 ― 70

 ６ 退職給付費用 290 249

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

37 ―

 ８ 法定福利費 240 253

 ９ 旅費交通費 332 334

 10 減価償却費 80 86

 11 その他 ※１ 1,536 4,929 12.1 1,616 5,096 11.3

   営業利益 2,631 6.5 2,305 5.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 53 57

 ２ 有価証券利息 0 0

 ３ 受取配当金 21 24

 ４ 不動産賃貸料 72 85

 ５ 為替差益 104 63

 ６ スクラップ売却益 23 31

 ７ その他 75 352 0.8 97 360 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 158 175

 ２ 売上割引 26 27

 ３ その他 21 205 0.5 0 203 0.4

   経常利益 2,778 6.8 2,462 5.5



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

   投資有価証券売却益 4 4 0.0 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※２ ― 7

 ２ 固定資産除却損 ※３ 97 95

 ３ 投資有価証券評価損 ― 3

 ４ 関係会社等整理損 452 ―

 ５ 関係会社整理損失引当金 
   繰入損

― 550 1.3 80 186 0.4

   税引前当期純利益 2,233 5.5 2,275 5.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

454 854

   法人税等調整額 △175 278 0.7 41 895 2.0

   当期純利益 1,954 4.8 1,380 3.1

   前期繰越利益 1,527 ―

   当期未処分利益 3,482 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

※２ 主な内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

※３ 主な内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

(原価計算の方法) 

産業機械部門及び住環境部門は個別原価計算、工作機器部門は工程別総合標準原価計算を採用して

おります。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 18,190 51.6 18,251 49.5

Ⅱ 労務費 ※１ 4,680 13.3 5,004 13.6

Ⅲ 経費 ※２ 12,346 35.1 13,620 36.9

  当期製造費用 35,217 100.0 36,875 100.0

  仕掛品期首たな卸高 1,820 3,282

合計 37,038 40,158

  仕掛品期末たな卸高 3,282 2,502

  他勘定振替高 ※３ 503 319

  当期製品製造原価 33,252 37,336

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

賞与引当金繰入額 280 288

退職給付費用 602 546

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

外注加工費 7,935 8,850

減価償却費 1,063 1,175

電力料 836 909

荷造費及び支払運賃 299 320

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

固定資産 503 319



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 上記( )内の日付は、株主総会承認日であります。 

２ 圧縮記帳積立金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,482

Ⅱ 任意積立金取崩額

   圧縮記帳積立金取崩額 2 2

合計 3,484

Ⅲ 利益処分額

  １ 配当金 454

  ２ 役員賞与金 55

    （うち監査役賞与金） (5) 509

Ⅳ 次期繰越利益 2,975



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 
準備金

その他資

本剰余金

利益 

準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳 

積立金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,740 4,180 5 997 222 3,700 3,482 △61 20,266

事業年度中の変動額

 新株の発行 900 900 1,800

 圧縮記帳積立金の取崩（注） △2 2 ―

 圧縮記帳積立金の取崩 △2 2 ―

 剰余金の配当（注） △454 △454

 役員賞与（注） △55 △55

 当期純利益 1,380 1,380

 自己株式の取得 △18 △18

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(百万円) 900 900 ― ― △4 ― 875 △18 2,653

平成19年３月31日残高(百万円) 8,640 5,080 5 997 217 3,700 4,358 △79 22,920

評価・換 
算差額等

純資産 
合計その他有 

価証券評 
価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 700 20,966

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,800

 圧縮記帳積立金の取崩（注） ―

 圧縮記帳積立金の取崩 ―

 剰余金の配当（注） △454

 役員賞与（注） △55

 当期純利益 1,380

 自己株式の取得 △18

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△109 △109

事業年度中の変動額合計(百万円) △109 2,544

平成19年３月31日残高(百万円) 590 23,510



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   同左

(2) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品

  産業機械部門及び工作機器部門

   総平均法による原価法

  素形材部門

   売価還元法による原価法

(1) 製品

   同左

(2) 原材料

   総平均法による原価法

(2) 原材料

   同左

(3) 仕掛品

   総平均法による原価法

(3) 仕掛品

   同左

(4) 貯蔵品

   個別法による原価法

(4) 貯蔵品

   同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採用

しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ３～17年

(1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採用

しております。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ３～15年

(2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産

   同左



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

   同左

(2) 賞与引当金

   従業員賞与の支出に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。

(2) 賞与引当金

   同左

(3) ――― (3) 役員賞与引当金 

 役員の賞与支出に備えるため、

支給見込額に基づき計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適

用しております。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞ

れ70百万円減少しております。

(4) ――― (4) 関係会社整理損失引当金 

 関係会社の清算による支出に備

えるため、損失負担見込額を計上

しております。

(5) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産に基づき計上

しております。

   会計基準変更時差異は、15年に

よる按分額を費用処理しておりま

す。

   過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)による定

額法により按分した額を費用処理

しております。

   数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

(5) 退職給付引当金

   同左



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

(6) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

――― 

（追加情報） 

 平成18年６月29日開催の定時株

主総会において役員退職慰労金制

度を廃止することを決議するとと

もに、役員の退任時に平成18年３

月31日までの在任期間に応じた退

職慰労金を支給することを決議し

ております。これに伴い、前事業

年度末までに計上した役員退職慰

労引当金（378百万円）について

は、固定負債の「その他」に含め

て表示しております。

(7) 債務保証損失引当金

   債務保証に係る損失負担に備え

るため、被保証先の財政状態等を

勘案し、損失負担見込額を計上し

ております。

(7) 債務保証損失引当金

   同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

   為替予約について振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

   同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権債務

金利スワップ 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左

(3) ヘッジ方針

   外貨建債権債務の為替変動リス

クを軽減する目的で為替予約取引

を、また、借入金の金利変動リス

クを軽減する目的で金利スワップ

取引を行っております。

(3) ヘッジ方針

   同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件は同一で

あり、かつヘッジ開始以降も継続

して相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと

想定できるため、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

 同左



  

会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

           ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準第８号 平成17

年12月９日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

23,510百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表関係） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「リース営

業用建物」は、資産総額の100分の１以下となったた

め、当事業年度より、「建物」に含めて表示しており

ます。 

 なお、当事業年度における「リース営業用建物」の

金額は 461百万円であります。

―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日)

 

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

 建物 878百万円

 機械及び装置 1,325百万円

 土地 714百万円

 計 2,918百万円

   上記のうち工場財団抵当に供している資産は次の

とおりであります。

 建物 828百万円

 機械及び装置 1,325百万円

 土地 594百万円

 計 2,748百万円

   担保付債務は次のとおりであります。

 １年以内に返済予定の長期借入金 300百万円

 長期借入金 3,880百万円

   計 4,180百万円

   上記のうち工場財団抵当に対応する担保付債務は

次のとおりであります。

 １年以内に返済予定の長期借入金 100百万円

 長期借入金 3,820百万円

   計 3,920百万円

 

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 829百万円

機械及び装置 1,167百万円

土地 714百万円

計 2,712百万円

   上記のうち工場財団抵当に供している資産は次の

とおりであります。

建物 782百万円

機械及び装置 1,167百万円

土地 594百万円

計 2,545百万円

   担保付債務は次のとおりであります。

１年以内に返済予定の長期借入金 2,500百万円

長期借入金 1,680百万円

  計 4,180百万円

   上記のうち工場財団抵当に対応する担保付債務は

次のとおりであります。

１年以内に返済予定の長期借入金 2,300百万円

長期借入金 1,620百万円

  計 3,920百万円

※２ 株式の状況

 授権株式数 普通株式 308,000千株

 発行済株式総数 普通株式 91,165千株

※２         ―――

※３ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式355千

株であります。

※３         ―――

 

※４ 関係会社に対する資産及び負債

 売掛金 1,694百万円

 支払手形 357百万円

 買掛金 226百万円

※４ 関係会社に対する資産及び負債

受取手形 205百万円

売掛金 3,151百万円

支払手形 360百万円

買掛金 243百万円

 

 ５ 偶発債務

   下記の会社の金融機関からの借入に対し、債務保

証を行っております。

 ㈱吉舎鉄工所 158百万円

 KITAGAWA USA,INC.(75千米ドル) 8百万円

 ㈱ケーブル・ジョイ 79百万円

 医療法人社団みのり会北川病院 59百万円

 計 305百万円

   下記の会社のリース債務に対し、債務保証を行っ

ております。

 ㈲丸弘商事 75百万円

 

 

 ５ 偶発債務

   下記の会社の金融機関からの借入に対し、債務保

証を行っております。

㈱吉舎鉄工所 113百万円

㈱ケーブル・ジョイ 76百万円

医療法人社団みのり会北川病院 37百万円

計 227百万円

   下記の会社のリース債務に対し、債務保証を行っ

ております。

㈲丸弘商事 56百万円

※６         ―――

 

※６ 事業年度末日満期手形の会計処理については、当

事業年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。当

事業年度末日満期手形の金額は、次のとおりであり

ます。

受取手形 433百万円

支払手形 677百万円



 

  

(損益計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加 62千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 ７ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は700百万

円であります。

 ７         ―――

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は、449百万円であります。

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は、571百万円であります。

※２         ―――

 

※２ 固定資産売却損は、次のとおりであります。

 機械及び装置 7百万円

    主として、東京工場の門型クレーン売却損5百万

円であります。

 

※３ 固定資産除却損は、次のとおりであります。

  建物 65百万円

  機械及び装置 27百万円

  その他 4百万円

  計 97百万円

    主として、中須社宅解体に伴う除却損57百万円

並びに東京工場及び下川辺工場の鋳物製造設備  

更新に伴う除却損15百万円であります。

 

※３ 固定資産除却損は、次のとおりであります。

 建物 5百万円

 構築物 25百万円

 機械及び装置 56百万円

 その他 7百万円

 計 95百万円

    主として、下川辺工場及び東京工場の鋳物製造設

備更新に伴う除却損36百万円であります。

前事業年度末 
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末 
株式数（千株）

 普通株式 355 62 ― 418

合計 355 62 ― 418



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 50 10 40

車両運搬具 126 54 72

工具器具及び
備品

238 43 194

計 415 108 307

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装置 50 17 33

車両運搬具 127 55 72

工具器具及び
備品

239 90 149

計 417 162 255

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

  同左

２ 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 76百万円

 １年超 231百万円

 計 307百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 78百万円

１年超 177百万円

計 255百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

  同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 63百万円

(2) 減価償却費相当額 63百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 78百万円

(2) 減価償却費相当額 78百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

(企業結合等関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

  該当事項はありません。  

  

前事業年度 

(平成18年3月31日)

当事業年度 

(平成19年3月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

減損損失 78百万円

投資有価証券 365百万円

貸倒引当金 257百万円

賞与引当金 176百万円

退職給付引当金 770百万円

役員退職慰労引当金 153百万円

その他 121百万円

 繰延税金資産小計 1,922百万円

 評価性引当額 △714百万円

 繰延税金資産合計 1,208百万円

  繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △152百万円

その他有価証券評価差額金 △475百万円

 繰延税金負債合計 △627百万円

 繰延税金資産の純額 580百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

減損損失 78百万円

投資有価証券 271百万円

未払事業税 83百万円

長期未払金 153百万円

貸倒引当金 171百万円

賞与引当金 177百万円

退職給付引当金 804百万円

その他 113百万円

 繰延税金資産小計 1,852百万円

 評価性引当額 △534百万円

 繰延税金資産合計 1,318百万円

  繰延税金負債

前払年金費用 △152百万円

固定資産圧縮積立金 △150百万円

その他有価証券評価差額金 △401百万円

 繰延税金負債合計 △704百万円

 繰延税金資産の純額 614百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

1.7％

住民税均等割等 1.0％

評価性引当額の増減 △34.6％

その他 4.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.5％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 230.89円 １株当たり純資産額 244.68円

１株当たり当期純利益 22.39円 １株当たり当期純利益 14.38円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

21.99円 潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

14.36円

前事業年度末
(平成18年３月31日)

当事業年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 23,510

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 23,510

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

― 96,089

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 1,954 1,380

普通株主に帰属しない金額(百万円) 55 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) 55 ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,899 1,380

普通株式の期中平均株式数(千株) 84,841 96,031

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 1,570 87

(うち新株予約権付社債(千株)) 1,570 87

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

― ―



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

重要な新株予約権の行使 

 当事業年度終了後、平成18年４月７日付で第１回無

担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利

行使が行われ、新株予約権は全て権利行使されまし

た。 

 なお、概要は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸

表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（重要な後発事

象）」に記載のとおりであります。

―――



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱広島銀行 933,600 605

㈱山善 193,572 167

㈱クボタ 147,939 152

マツダ㈱ 220,655 143

オークマ㈱ 65,980 90

北川精機㈱ 98,000 66

みずほ信託銀行㈱ 228,817 59

㈱トクヤマ 20,000 41

御調観光開発㈱ 400 36

㈱みずほフィナンシャルグループ 23 17

その他(21銘柄) 196,039 126

計 2,105,026 1,508

銘柄 投資口数等（百万口） 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

その他有価証券

フリー・ファイナンシャル・ファ
ンド

200 200

計 ― 200



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  機械及び装置 

 
  土地 

 
  建設仮勘定 

   
２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  建物 

 
  機械及び装置 

 
  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 8,850 79 1,194 7,735 5,612 197 2,122

 構築物 729 9 64 673 560 13 112

 機械及び装置 16,306 2,433 770 17,969 12,674 932 5,295

 車両運搬具 293 20 27 286 235 18 50

 工具器具及び備品 1,496 131 113 1,514 1,223 69 290

 土地 2,051 1,230 ― 3,281 ― ― 3,281

 建設仮勘定 838 3,874 2,704 2,008 ― ― 2,008

有形固定資産計 30,566 7,778 4,874 33,470 20,307 1,231 13,162

無形固定資産

 借地権 271 ― ― 271 ― ― 271

 ソフトウェア 149 49 42 156 70 29 85

 その他 22 ― 0 21 1 0 20

無形固定資産計 443 49 43 449 72 29 377

長期前払費用 5 2 1 5 2 1 3

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

  総社工業㈱第２工場銑鉄鋳物加工設備 922百万円

  甲山工場銑鉄鋳物加工設備 839百万円

  下川辺工場銑鉄鋳物製造設備 295百万円

  東京工場銑鉄鋳物製造設備 243百万円

  銑鉄鋳物製造工場用地（福山工場） 1,206百万円

  東京工場銑鉄鋳物製造設備 2,055百万円

  甲山工場銑鉄鋳物加工設備 863百万円

  下川辺工場銑鉄鋳物製造設備 339百万円

  本社工場工作機器製造設備 263百万円

  総社工業㈱第２工場銑鉄鋳物加工設備 225百万円

  リース営業用建物 1,183百万円

  東京工場銑鉄鋳物製造設備 241百万円

  下川辺工場銑鉄鋳物製造設備 163百万円

  本社工場工作機器製造設備 119百万円

  リース用クレーン 107百万円



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

２ 役員退職慰労引当金の当期減少額の「その他」は、役員退職慰労金制度の廃止による取崩であります。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 703 137 3 90 747

賞与引当金 436 438 436 ― 438

役員賞与引当金 ― 70 ― ― 70

関係会社整理損失引当金 ― 80 ― ― 80

役員退職慰労引当金 378 ― ― 378 ―

債務保証損失引当金 10 ― ― ― 10



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年３月31日)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 
  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 
  

 
  

期日別内訳 
  

 
  

③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

区分 金額(百万円)

現金 5

預金

当座預金 178

普通預金 43

定期預金 7,260

その他 4

小計 7,486

合計 7,491

相手先名 金額(百万円)

㈱山善 1,059

サンコー商事㈱ 377

㈱江口建設 346

伊藤忠建機㈱ 344

岐阜機械商事㈱ 298

その他 4,231

計 6,656

期日 金額(百万円)

平成19年４月 1,486

    ５月 1,278

    ６月 1,179

    ７月 934

    ８月 787

    ９月以降 990

計 6,656

相手先名 金額(百万円)

㈱クボタ 1,448

KITAGAWA EUROPE LTD. 1,168

チェルシージャパン㈱ 969

KITAKOコーポレーション㈱ 707

伊藤忠建機㈱ 647

その他 7,294

計 12,236



売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

④ たな卸資産 

製品 
  

 
  

原材料 
  

 
  

仕掛品 
  

 
  

貯蔵品 
  

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

9,408 47,494 44,667 12,236 78.5 83.2

区分 金額(百万円)

産業機械 909

工作機械器具 696

鋳物製品 689

計 2,295

区分 金額(百万円)

買入部品 559

鋳物材料 173

鋳物素材 60

鋼材 36

計 829

区分 金額(百万円)

産業機械 1,138

工作機械器具 963

自走式立体駐車場 394

プレハブハウス 6

計 2,502

区分 金額(百万円)

工場用刃物・油脂等 25

副資材 21

カタログ 9

スクラップ 3

計 60



⑤ 関係会社株式 
  

 
  

⑥ 支払手形 

相手先別内訳 
  

 
  

期日別内訳 
  

 
  

⑦ 買掛金 

相手先別内訳 
  

 
  

銘柄 金額(百万円)

KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. 2,784

KITAGAWA USA,INC. 408

Ｋ＆Ｋプラント㈱ 202

KITAGAWA-NORTHTECH INC. 97

その他 111

計 3,604

相手先名 金額(百万円)

㈱カジケイ鉄工 711

㈱村上製作所 532

㈱吉舎鉄工所 213

㈱栄工社 187

㈱丸豊鋳材製作所 174

その他 5,411

計 7,230

期日 金額(百万円)

平成19年４月 1,872

    ５月 1,884

    ６月 1,795

    ７月 1,512

    ８月 123

    ９月以降 41

計 7,230

相手先名 金額(百万円)

㈱村上製作所 169

㈱カジケイ鉄工 164

北川冷機㈱ 124

㈱丸豊鋳材製作所 88

総社工業㈱ 84

その他 2,926

計 3,556



⑧ 短期借入金 

  

 
  

⑨ １年以内に返済予定の長期借入金 

  

 
  

⑩ 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先 金額(百万円)

㈱広島銀行 3,600

㈱みずほ銀行 500

その他 450

計 4,550

借入先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行 2,300

㈱広島銀行 1,000

みずほ信託銀行㈱ 900

計 4,200

借入先 金額(百万円)

㈱広島銀行 1,800

みずほ信託銀行㈱ 900

計 2,700



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、200株券、500株券、1,000株券、10,000株券、
100,000株券及び100株未満の株式については、その株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録申請手数料
１.株券喪失登録請求 １件につき10,000円
２.喪失登録株券   １枚につき  500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL（http://www.kiw.co.jp/）

株主に対する特典 該当事項はありません



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)  
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第96期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
関東財務局長に提出

(2) 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第96期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年９月22日 
関東財務局長に提出

(3) 半期報告書 (第97期中)
自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月22日
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月30日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社北川鉄工所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社北川鉄工所及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  相  原  一  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月29日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社北川鉄工所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社北川鉄工所及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  相  原  一  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  昭  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月30日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社北川鉄工所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第96期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社北川鉄工所の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  相  原  一  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  橋  義  則  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月29日

株式会社北川鉄工所 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社北川鉄工所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第97期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社北川鉄工所の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  相  原  一  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  昭  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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